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議案第３０号

令和４年度陸前高田市水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和４年度陸前高田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 水 道 事 業 収 益 586,741 千円

第１項 営 業 収 益 400,521 千円

第２項 営業外収益 186,217 千円

第３項 特 別 利 益 3千円

第２款 受託小規模給水事業収益 2,788 千円

第１項 営 業 収 益 2,788 千円

支 出

第１款 水 道 事 業 費 用 570,880 千円

第１項 営 業 費 用 518,465 千円

第２項 営業外費用 51,644 千円

第３項 特 別 損 失 721 千円

第４項 予 備 費 50 千円

第２款 受託小規模給水事業費用 1,638 千円

第１項 営 業 費 用 1,637 千円

第２項 営業外費用 1千円

⑴ 給 水 件 数 7,919 件

⑵ 年 間 総 給 水 量 1,527,901 ㎥

⑶ １ 日 平 均 給 水 量 4,186 ㎥

⑷ 主要な建設改良事業

市内配水管整備事業 263,207 千円

水道施設整備事業 32,630 千円



- 290 -

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額 235,404 千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補てん

するものとする。）

収 入

第１款 水道事業資本的収入 185,591 千円

第１項 企 業 債 94,600 千円

第２項 補 助 金 34,391 千円

第３項 負 担 金 3,600 千円

第４項 補 償 金 53,000 千円

支 出

第１款 水道事業資本的支出 420,995 千円

第１項 建設改良費 296,670 千円

第２項 企業債償還金 124,325 千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円

市内配水管整

備事業
84,700

証 書 借 入

ま た は

証 券 発 行

年 4.0 ％以内

（ただし、利率

見直し方式で

借り入れる資

金について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該見

直し後の利率）

政府資金について

はその融資条件によ

り、銀行その他の場合

には、債権者と協定す

るところによる。

ただし、企業財政そ

の他の都合により据

置期間及び償還期限

を短縮し、もしくは繰

上償還または低利に

借換えすることがで

きる。

水道施設整備

事業
9,900

計 94,600
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（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、600,000 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。

第８条に定める経費以外の同一款内の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。

職員給与費 63,467 千円

（他会計からの補助金）

第９条 企業債支払利息等に充てるため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

55,230 千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、20,000 千円と定める。

令和４年２月２４日提出

陸前高田市長 戸 羽 太





令 和 ４ 年 度 陸 前 高 田 市

水道事業会計予算に関する説明書



予　定　額
（千円）

1 水 道 事 業 収 益 586,741

1 営 業 収 益 400,521

1 給 水 収 益 380,500

1 水 道 料 金 359,400

2 量 水 器 使 用 料 21,100

2
受 託 工 事
収 益

3,000

1
受 託 工 事
収 益

3,000 配水管等復旧工事費

3
そ の 他 の
営 業 収 益

17,021

1 他 会 計 負 担 金 1,500
消火栓修繕に係る他会計負担
金

3 手 数 料 15,411
設計審査検査手数料、分岐手
数料等

4 雑 収 益 110

2 営 業 外 収 益 186,217

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

11

1 預 金 利 息 10

2 貸 付 利 息 1

2
他 会 計
補 助 金

20,839

1
他 会 計
補 助 金

20,839 一般会計補助金

3
長 期 前 受 金
戻 入

154,214
減価償却した資産の補助金相
当額

1
受 贈 財 産
評 価 額

17,698

2 工 事 負 担 金 10,448

3 国 県 補 助 金 97,379

4
一 般 会 計
補 助 金

13,644

5 補 償 金 15,045

4 雑 収 益 11,152

1 不用品売却収益 1

2 そ の 他 雑 収 益 11,151
公共下水道使用料徴収事務受
託料等

5
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

1

1
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

1

3 特 別 利 益 3

1
固 定 資 産
売 却 益

1

1
固 定 資 産
売 却 益

1

2
過 年 度 損 益
修 正 益

1

1
過 年 度 損 益
修 正 益

1

3
そ の 他
特 別 利 益

1

1
そ の 他
特 別 利 益

1

令和４年度　陸前高田市水道事業会計予算実施計画（税込）

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収     入

款 項 目 節 備　考
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予　定　額
（千円）

2
受 託 小 規 模
給 水 事 業 収 益

2,788

1 営 業 収 益 2,788

1
受 託 管 理
収 益

2,788 佐野地区給水施設の管理収益

1 給 水 収 益 593 水道料金、量水器使用料

2 他 会 計 補 助 金 2,192 維持管理業務受託料

3 手 数 料 2

4 雑 収 益 1

589,529 収 入 合 計

款 項 目 節 備　考
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予　定　額
（千円）

1 水 道 事 業 費 用 570,880

1 営 業 費 用 518,465

1
原 水 及 び
浄 水 費

53,796
原水の取水、滅菌設備等の維
持管理費

8 旅 費 5

13 備 消 耗 品 費 169

14 燃 料 費 265

15 光 熱 水 費 356

17 通 信 運 搬 費 906

19 委 託 料 10,253
自家用電気工作物保安管理業
務、残留塩素検定業務等

20 手 数 料 214 臨時水質検査手数料

21 賃 借 料 195 借地料

22 修 繕 費 17,295 ポンプ、電機・計装等修繕費

25 路 面 復 旧 費 300

26 動 力 費 20,584
水源地に係る電気料及び燃料
費

27 薬 品 費 2,954

28 材 料 費 300

2
配 水 及 び
給 水 費

76,144
配水設備、量水器等の維持管
理費

1 給 料 7,914 職員２人分

2 手 当 5,170

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,027 賞与次年度分

6 法 定 福 利 費 2,410 市町村職員共済組合負担金等

7
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

204 法定福利費次年度分

8 旅 費 10

13 備 消 耗 品 費 22

14 燃 料 費 452

15 光 熱 水 費 604

17 通 信 運 搬 費 1,821

19 委 託 料 10,470
漏水調査業務、量水器交換業
務委託料等

21 賃 借 料 578 借地料

22 修 繕 費 33,465 給配水管、ポンプ等修繕費

25 路 面 復 旧 費 1,000

26 動 力 費 10,497
ポンプ場に係る電気料及び燃
料費

28 材 料 費 500

支　　出

款 項 目 節 備　考
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予　定　額
（千円）

3 受 託 工 事 費 3,000

22 修 繕 費 2,500 消火栓修理等

28 材 料 費 500

4 総 係 費 80,928 業務関係、一般管理費

1 給 料 14,952 職員４人分

2 手 当 9,255

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,865 賞与次年度分

5 報 酬 135 水道事業審議会委員（15名）

6 法 定 福 利 費 4,656 市町村職員共済組合負担金等

7
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

370 法定福利費次年度分

8 旅 費 64 旅費、費用弁償

13 備 消 耗 品 費 938

14 燃 料 費 301

16 印 刷 製 本 費 817

17 通 信 運 搬 費 419

19 委 託 料 36,471
メーター検針、給配水管図補
正保守業務等

20 手 数 料 1,621 口座振替手数料等

21 賃 借 料 4,770 料金会計システム賃貸借料

22 修 繕 費 1,394 公用車修繕費等

29 補 償 金 1

32 研 修 費 68

35 会 費 負 担 金 2,056 日本水道協会負担金等

36 保 険 料 549 建物総合共済保険料等

37
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

111 回収不能料金の引当金繰入額

39 公 課 費 115 自動車重量税

5 減 価 償 却 費 288,946

1
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

288,946

6 資 産 減 耗 費 15,650

1
固 定 資 産
除 却 費

15,649
布設替等による配水管等の除
却費

2
た な 卸 資 産
減 耗 費

1

7
そ の 他
営 業 費 用

1

2 雑 支 出 1

款 項 目 節 備　考
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予　定　額
（千円）

2 営 業 外 費 用 51,644

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

35,133

1 企 業 債 利 息 35,083

2
一 時 借 入 金
利 息

50

2 雑 支 出 11

1
不 用 品 売 却
原 価

10

2 そ の 他 雑 支 出 1

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

16,500

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

16,500

3 特 別 損 失 721

1
固 定 資 産
売 却 損

1

1
固 定 資 産
売 却 損

1

2 減 損 損 失 1

1 減 損 損 失 1

3
過 年 度 損 益
修 正 損

718

1
過 年 度 損 益
修 正 損

718

4
そ の 他
特 別 損 失

1

1
そ の 他
特 別 損 失

1

4 予 備 費 50

1 予 備 費 1 予 備 費 50

2
受 託 小 規 模
給 水 事 業 費 用

1,638

1 営 業 費 用 1,637

1 受 託 管 理 費 1,637
佐野地区給水施設の維持管理
費

13 備 消 耗 品 費 91

15 光 熱 水 費 76

17 通 信 運 搬 費 22

19 委 託 料 972 残留塩素検定業務委託料等

22 修 繕 費 308 ポンプ分解整備等

26 動 力 費 122 ポンプ場に係る電気料

27 薬 品 費 44

36 保 険 料 2 建物総合共済保険料等

2 営 業 外 費 用 1

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1

 支 出 合 計 572,518

款 項 目 節 備　考
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予　定　額
（千円）

1
水 道 事 業
資 本 的 収 入

185,591

1 企 業 債 94,600

1 企 業 債 1 企 業 債 94,600
市内配水管整備事業に係る企
業債

2 補 助 金 34,391

1
他 会 計
補 助 金

1
他 会 計
補 助 金

34,391 一般会計補助金

3 負 担 金 3,600

1
他 会 計
負 担 金

1
他 会 計
負 担 金

3,600
消火栓設置工事等に係る負担
金

4 補 償 金 53,000

1 補 償 金 1 補 償 金 53,000 補償工事に係る補償金

185,591

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収     入

 収 入 合 計

款 項 目 節 備　考
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予　定　額
（千円）

1
水 道 事 業
資 本 的 支 出

420,995

1 建 設 改 良 費 296,670

1
市 内 配 水 管
整 備 事 業 費

263,207

1 給 料 7,252 職員２人分

2 手 当 5,953

6 法 定 福 利 費 2,544 市町村職員共済組合負担金等

13 備 消 耗 品 費 2,646

19 委 託 料 15,037 設計業務委託料

43 工 事 請 負 費 229,775 配水管布設替工事等

2 営 業 設 備 費 833

1 量 水 器 購 入 費 833

3
水 道 施 設
整 備 事 業 費

32,630

43 工 事 請 負 費 32,630 送水ポンプ更新工事等

2
企 業 債
償 還 金

124,325

1
企 業 債
償 還 金

1
企 業 債
償 還 金

124,325 企業債償還元金

 支 出 合 計 420,995

支　　　出

款 項 目 節 備　考
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー （単位　千円）

当年度純利益（△は純損失） 9,604

減価償却費 288,946

減損損失 1

長期前受金戻入額 △ 154,214

受取利息及び配当金 △ 11

支払利息及び企業債取扱諸費 35,133

固定資産除却損 15,649

未収金の増減額（△は増加） 748

未払金の増減額（△は減少） △ 1,673

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 124

引当金の増減額（△は減少） 726

前払費用の増減額（△は増加） 2

その他流動負債の増減額（△は減少） 1,200

小計 195,987

利息及び配当金の受取額 11

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 35,133

業務活動によるキャッシュ・フロー 160,865

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 361,973

国庫補助金等による収入 31,844

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 84,250

資産の増減額 2,015

負債の増減額 △ 3,207

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 247,071

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 600,000

一時借入金の返済による支出 △ 600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 94,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 121,412

その他の企業債の償還による支出 △ 650

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 27,462

資金増加額（△は減少額） △ 113,668

資金期首残高 826,399

資金期末残高 712,731

　令和４年度陸前高田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（税抜）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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１　総括

備考　（　）内は、短時間勤務職員の数を外書きしたものである。

手当 (千円)

 

給 与 費 明 細 書

職 員 数 給 与 費 法  定
区 分 特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 福利費 合計

（人）（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

損益勘定 （　）

支弁職員 6
資本勘定 （　）

支弁職員 2
（　）

8
損益勘定 （　）

支弁職員 5
資本勘定 （　）

支弁職員 2
（　）

7
損益勘定 （　）

支弁職員 1
資本勘定 （　）

支弁職員 0
（　）

1

扶 養 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 宿 日 直
区 分 勤 務 手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 396 0 6,523 4,892 472 3,600 0
前年度 714 0 6,620 4,625 349 3,600 0
比　較 △ 318 0 △ 97 267 123 0 0

管 理 職 管 理 職 員 住 居 手 当 特 殊 勤 務 退 職 手 当 災 害 派 遣 単 身 赴 任
区 分 手 当 特 別 勤 務 手 当 負 担 金 手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 0 0 822 0 6,325 0 0
前年度 445 4 498 0 5,870 0 0
比　較 △ 445 △ 4 324 0 455 0 0

本

年

度

15 135 22,866 17,317 40,318 7,640 47,958

0 0 7,252 5,713 12,965 2,544 15,509

合　計 15 135 30,118 23,030 53,283 10,184 63,467

前

年

度

15 135 20,357 16,612 37,104 7,177 44,281

0 0 7,587 6,113 13,700 2,684 16,384

合　計 15 135 27,944 22,725 50,804 9,861 60,665

比

較

0 0 2,509 705 3,214 463 3,677

0 0 △ 335 △ 400 △ 735 △ 140 △ 875

合　計 0 0 2,174 305 2,479 323 2,802

職
員
手
当
の
内
訳
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考　（　）内は、短時間勤務職員の数を外書きしたものである。

手当 (千円)

職 員 数 給 与 費 法  定
区 分 特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 福利費 合計

（人）（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

損益勘定 （　）

支弁職員 6
資本勘定 （　）

支弁職員 2
（　）

8
損益勘定 （　）

支弁職員 5
資本勘定 （　）

支弁職員 2
（　）

7
損益勘定 （　）

支弁職員 1
資本勘定 （　）

支弁職員 0
（　）

1

扶 養 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 宿 日 直
区 分 勤 務 手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 396 0 6,523 4,892 472 3,600 0
前年度 714 0 6,620 4,625 349 3,600 0
比　較 △ 318 0 △ 97 267 123 0 0

管 理 職 管 理 職 員 住 居 手 当 特 殊 勤 務 退 職 手 当 災 害 派 遣 単 身 赴 任
区 分 手 当 特 別 勤 務 手 当 負 担 金 手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 0 0 822 0 6,325 0 0
前年度 445 4 498 0 5,870 0 0
比　較 △ 445 △ 4 324 0 455 0 0

本

年

度

15 135 22,866 17,317 40,318 7,640 47,958

0 0 7,252 5,713 12,965 2,544 15,509

合　計 15 135 30,118 23,030 53,283 10,184 63,467

前

年

度

15 135 20,357 16,612 37,104 7,177 44,281

0 0 7,587 6,113 13,700 2,684 16,384

合　計 15 135 27,944 22,725 50,804 9,861 60,665

比

較

0 0 2,509 705 3,214 463 3,677

0 0 △ 335 △ 400 △ 735 △ 140 △ 875

合　計 0 0 2,174 305 2,479 323 2,802

職
員
手
当
の
内
訳
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　イ　会計年度任用職員

備考　（　）内は、短時間勤務職員の数を外書きしたものである。

２　給料及び職員手当の増減額の明細

平均昇給率　　　

人事異動分

人事異動分

職 員 数 給 与 費 法  定
区 分 特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 福利費 合計

（人）（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

損益勘定 （　）

支弁職員 0
資本勘定 （　）

支弁職員 0
（　）

0
損益勘定 （　）

支弁職員 0
資本勘定 （　）

支弁職員 0
（　）

0
損益勘定 （　）

支弁職員 0
資本勘定 （　）

支弁職員 0
（　）

0

地 域 手 当 期 末 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 宿 日 直 特 殊 勤 務 退 職 手 当
区 分 勤 務 手 当 手 当 手 当 負 担 金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 0 0 0 0 0 0 0
前年度 0 0 0 0 0 0 0
比　較 0 0 0 0 0 0 0

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳
(千円) (千円)

給 料 2,174 昇 給 に
伴 う 188 1.2%

増 加 分

1,986 1,986

職 員 305

手 当 305 305

本

年

度

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0 0 0

前

年

度

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0 0 0

比

較

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0 0 0

職
員
手
当
の
内
訳

区 分 説 明 備 考

そ の 他 の
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分
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３　給料及び職員手当の状況
(1) 職員１人当たり給与

現在

現在

(2) 初任給

   行政職（円）

(3) 級別職員数

備考　（　）内は、短時間勤務職員の数を外書きしたものである。

(級別の標準的な職務内容)

区              分 一 般 企 業 職
平 均 給 料 月 額 (円) 304,529

令和4年1月1日 平 均 給 与 月 額 (円) 369,748

平 均 年 齢 (歳) 47・4

平 均 給 料 月 額 (円) 328,800
令和3年1月1日 平 均 給 与 月 額 (円) 407,331

平 均 年 齢 (歳) 49・7

一 般 企 業 職 一般会計の制度
（円）

高校卒 151,900 151,900 
大学卒 173,200 173,200 

一 般 企 業 職
区 分 職員数 構成比

(人) （％）
（　） （　）

（　） （　）

3 42.8
（　） （　）

令和4年 2 28.6
（　） （　）

1月1日現在 2 28.6
（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）

7 100.0
（　） （　）

（　） （　）

1 14.3
（　） （　）

令和3年 4 57.1
（　） （　）

1月1日現在 1 14.3
（　） （　）

1 14.3
（　） （　）

（　） （　）

7 100.0

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級

区分

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

計

1級

2級

3級

4級

5級

6級

計

一般企業職 -
主　　事 係 長 所 長 補 佐

所 長 -
技　　師 主 任 副 主 幹
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(4) 昇給

(A) (人)

(B) (人)

1号給 (人)

2号給 (人)

3号給 (人)

4号給 (人)

5号給 (人)

6号給 (人)

(B)/(A) (％)

(A) (人)

(B) (人)

1号給 (人)

2号給 (人)

3号給 (人)

4号給 (人)

5号給 (人)

6号給 (人)

(B)/(A) (％)

(5) 期末手当・勤勉手当
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考　（　）内は、再任用職員に係る支給率である。

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

交通用具利用者
2km以上の者に対し2,200円から24,500円の範囲で
距離により支給（国は2,000円から31,600円の範囲）

区         分 一般企業職
職 員 数 8
昇給に係る職員数 8

3

5

比 率 100.0
職 員 数 7
昇給に係る職員数 7

2

5

比 率 100.0

支給期別支給率 支給率計
6月(月分) 12月(月分) （月分）

(1.125) (1.125) (2.250)
2.150 2.150 4.300 

(1.175) (1.175) (2.350)
2.225 2.225 4.450 

(1.125) (1.125) (2.250)
2.150 2.150 4.300 

20年 25年 35年
区 分 勤続の者 勤続の者 勤続の者 備　考

（月分） （月分） （月分）

定年前早期
支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退職特例措置

[2％～45％加算]
定年前早期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退職特例措置
[2％～45％加算]

区 分 一般会計の制度との異同 差異の内容
扶養手当 同 じ
住居手当 同 じ

号給数 別内 訳

号給数 別内 訳

区　分 備　考

本 年 度 有

前 年 度 有

国の制度 有

最高限度
（月分）

その他の　　　　　　　　
加算措置等

国の制度
(支給率等)

通勤手当 同 じ

本

年

度

前

年

度
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１　 固　定　資　産

⑴ 有形固定資産 円 円 円 円

　イ 土 地 59,123,876

　ロ　建 物 268,419,214

減 価 償 却 累 計 額 △ 129,258,857 139,160,357

ハ 構 築 物 10,952,255,778

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,910,883,518 7,041,372,260

ニ 機 械 及 び 装 置 1,460,165,593

減 価 償 却 累 計 額 △ 999,239,184 460,926,409

ホ 車 両 運 搬 具 13,190,800

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,387,260 803,540

ヘ 工具器具及び備品 790,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 750,500 39,500

ト 建 設 仮 勘 定 16,906,164

7,718,332,106

⑵ 無形固定資産

　イ 電 話 加 入 権 86,300

　 86,300

7,718,418,406

２　 流　動　資　産

⑴ 826,398,799

⑵ 148,554,806

△ 389,912

⑶ 653,459

⑷ 122,230

975,339,382

8,693,757,788

令和３年度陸前高田市水道事業予定貸借対照表（税抜）

（令和４年３月３１日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３　 固　定　負　債 円 円 円

⑴

イ
建設改良等の財源に
充てるための企業債

2,575,624,509

ロ そ の 他 の 企 業 債 10,653,386

2,586,277,895

⑵ 0

⑶

イ 修 繕 引 当 金 31,658,015

31,658,015

2,617,935,910

４　 流　動　負　債

⑴ 0

⑵

イ
建設改良等の財源に
充てるための企業債

121,411,441

ロ そ の 他 の 企 業 債 650,263

122,061,704

⑶ 0

⑷ 117,860,024

⑸

イ 賞 与 引 当 金 2,379,000

ロ 法定福利費引当金 472,000

2,851,000

⑹ 10,287,880

253,060,608

５　 繰　延　収　益

⑴ 5,635,556,199

⑵ △ 1,867,713,028

3,767,843,171

6,638,839,689

負　　債　　の　　部

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

一 時 借 入 金

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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円 円 円

６　 資　　本　　金 634,572,833

７　 剰　　余　　金

⑴

イ 受 贈 財 産 評 価 額 601,168,791

ロ その他資本剰余金 479,305,913

1,080,474,704

⑵

イ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

339,870,562

339,870,562

1,420,345,266

2,054,918,099

8,693,757,788

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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１　 営　業　収　益 円 円 円

⑴ 347,272,729

⑵ 1,363,637

⑶ 14,848,910

⑷ 2,783,001 366,268,277

２　 営　業　費　用

⑴ 37,671,102

⑵ 61,576,523

⑶ 2,727,274

⑷ 86,211,005

⑸ 295,140,000

⑹ 40,696,000

⑺ 1,000

⑻ 2,133,203 526,156,107

 159,887,830

３　 営　業　外　収　益

⑴ 31,000

⑵ 20,665,000

⑶ 168,048,000

⑷ 10,223,610 198,967,610

４　 営　業　外　費　用

⑴ 34,478,000

⑵ 1,218,524 35,696,524 163,271,086

3,383,256

５　 特　別　利　益

⑴ 1,000

⑵ 1,000

⑶ 1,000 3,000

６　 特　別　損　失

⑴ 1,000

⑵ 1,000

⑶ 1,975,810

⑷ 1,000 1,978,810 △ 1,975,810

1,407,446

   338,463,116

0

339,870,562

令和３年度陸前高田市水道事業予定損益計算書（税抜）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

受 託 管 理 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

受 託 管 理 費

営 業 損 失

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 損

減 損 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金
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１　 固　定　資　産

⑴ 有形固定資産 円 円 円 円

　イ 土 地 59,123,876

　ロ　建 物 259,435,299

減 価 償 却 累 計 額 △ 127,025,232 132,410,067

ハ 構 築 物 11,281,276,575

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,124,606,252 7,156,670,323

ニ 機 械 及 び 装 置 1,430,750,023

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,023,008,101 407,741,922

ホ 車 両 運 搬 具 14,690,800

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,423,260 2,267,540

ヘ 工具器具及び備品 790,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 750,500 39,500

ト 建 設 仮 勘 定 17,556,721

7,775,809,949

⑵ 無形固定資産

　イ 電 話 加 入 権 86,300

　 86,300

7,775,896,249

２　 流　動　資　産

⑴ 712,731,050

⑵ 145,791,806

△ 500,912

⑶ 777,378

⑷ 120,786

858,920,108

8,634,816,357

令和４年度陸前高田市水道事業予定貸借対照表（税抜）

（令和５年３月３１日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

－ 309 －



３　 固　定　負　債 円 円 円

⑴

イ
建設改良等の財源に
充てるための企業債

2,541,536,201

ロ そ の 他 の 企 業 債 9,993,598

2,551,529,799

⑵ 0

⑶

イ 修 繕 引 当 金 31,658,015

31,658,015

2,583,187,814

４　 流　動　負　債

⑴ 0

⑵

イ
建設改良等の財源に
充てるための企業債

128,688,308

ロ そ の 他 の 企 業 債 659,788

129,348,096

⑶ 0

⑷ 112,980,489

⑸

イ 賞 与 引 当 金 2,892,000

ロ 法定福利費引当金 574,000

3,466,000

⑹ 11,487,880

257,282,465

５　 繰　延　収　益

⑴ 5,726,263,910

⑵ △ 1,996,440,294

3,729,823,616

6,570,293,895

負　　債　　の　　部

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

一 時 借 入 金

企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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円 円 円

６　 資　　本　　金 634,572,833

７　 剰　　余　　金

⑴

イ 受 贈 財 産 評 価 額 601,168,791

ロ その他資本剰余金 479,305,913

1,080,474,704

⑵

イ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

349,474,925

349,474,925

1,429,949,629

2,064,522,462

8,634,816,357

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

－ 311 －
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注記

１ 重要な会計方針

⑴ 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 総平均法による原価法によっている。

⑵ 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・減価償却の方法

建物 定額法による。

その他 定額法による。

・主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ６～５０年

その他 １５年

器具及び備品 ３～１５年

イ 無形固定資産

・減価償却の方法 該当資産なし

⑶ 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、

退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当

年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３

月までの４か月分）を計上している。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。

エ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２ 予定貸借対照表等関連

⑴ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、

３７，１０５千円である。

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 ５，２８７，８１３，３４５円

⑶ 長期前受金収益化累計額 △１，９９６，４４０，２９４円
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３ その他

新会計基準移行に係る経過措置

⑴ 修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の

例により取り崩すこととする。

⑵ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助

金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日

以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係

を個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに

取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用

いて合理的に整理している。


